
決 算
特集 令和4年度 福津市の決 算

令和 4 年度　福津市の

　令和4年度一般会計の歳入額は297億8,753
万円、歳出額は287億3,594万円で、翌年度へ繰
り越すべきである財源を除く実質収支は、約8億
3千万円の黒字となりました。歳入、歳出ともに
前年度に比べ決算額が減少しました。

1.一般会計歳入
歳入額は297億8,753万円
　歳入（収入）は297億8,753万円でした。内訳は市で
賄う「自主財源」が35.1％、国・県に頼った「依存財
源」が64.9％とな
りました。自主財
源のうち、最も高
い割合を占める市
税収入は前年度
から2億2,908万
円増加して71億
424万円となり、
全体の23.8％を
占めています。

2.一般会計歳出
歳出額は287億3,594万円
　歳出(支出)は2 87億
3,594万円でした。性質別
に見ると人件費・扶助費・
公債費の「義務的経費」
は、前年度から約11億9千
万円減少し、131億1,155
万円となり全体の45.6％
を占めています。また、普
通建設事業費などの「投資
的経費」は、約2億5千万円
減少し、42億4,611万円と
なりました。

3.特別会計
前年度に引き続き全て黒字
　特別会計とは、保険料などの特定の収入をもって特定
の事業を行う会計のことで、事業の収支を明確にするた
めに一般会計と経理を区別しています。現在、市には国
民健康保険事業と後期高齢者医療事業、介護保険事業
の特別会計があり、前年度に引き続き全て黒字決算と
なっています。

　　　    区分
国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

介護保険事業

　 歳入総額

65億8,461万円

11億7,426万円

52億7,827万円

　 歳出総額    

64億5,755万円

11億6,317万円

51億679万円

6.経常収支比率
前年度と比べ上昇
　経常収支比率とは、家計でいえば給料など毎月決まって得ら
れる「収入」に対し、光熱水費など毎月確実に支出される「経
費」の割合を表した数値です。この比率は自治体の財政の弾力
性を示し、この数値が低いと新たな需要に対し自治体が柔軟に
対応できる
ことを示し
ています。
令和4年度
は89.2％と
前年度より
2 .1％上昇
しました。

5.基金（一般会計）
市の貯金残高は103億7,550万円

4.地方債（一般会計）
市の借金残高は180億458万円

　年度を越えて元利を償還する借入金を「地方債」とい
います。これは家計でいえばローンとなります。令和4年
度末の残高は令和3年度末から約8億3千万円減少し、
180億458万円となっています。

　基金とは市の貯金で、年度間の財源を調整する財政調整
基金や特定の目的に活用できる特定目的基金があります。
令和 4年度末の残高は 103億 7,550万円となりました。ふる
さとづくり寄附金など約 9億 7千万円を積み立てましたが、
事業費の財源などとして約9億 9千万円を取り崩しました。

8.健全化判断比率
財政指標は健全

　健全化判断比率とは、実質的な赤字や資金不足額、公債費
などを標準財政規模の額で割ったものです。財政健全化法で
は、「早期健全化基準」「財政再生基準」を定め、この基準を超
えた自治体に対して、財政の早期健全化や財政の再生に取り
組むことを義務付けています。市の各種比率は、全て基準内に
収まっています。

　　各種指標
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7.財政力指数
類似団体と比べ低い水準
　基準財政収入額を基準財政需要額で割った過去3年間の
平均値が「財政力指数」です。指数が高いほど自力があり、
指数が低いほど国への依存度が高いといえます。令和4年度
の財政力指数は0.57でした。令和3年度の類似団体平均は
0.72となっていて、財政基盤の強化が必要です。
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補てん財源
7.2億円 建設改良費

5.0億円
企業債借入金
2.7億円

一般会計負担金 0.9億円

国庫補助金
2.1億円

企業債償還金
7.9億円

下水道使用料
8.6億円 維持管理費

5.3億円

純利益3.1億円

一般会計負担金等
6.2億円

長期前受金戻入
6.4億円

その他 0.7億円 その他 0.7億円

減価償却費
10.6億円

支払利息 2.2億円

共働のふるさとづくり
寄附金の活用内容

　令和4年度中に市に寄せられた寄附金は、6億4,673万円でした。令和3年度中
に寄せられた寄附金とその運用益5億8,181万円は、次の事業に活用されました。

主な活用事業
ウミガメ保護事業、海岸清掃事業

小中学校ＩＣＴ学習事業、児童センター事業

ひとり暮らし高齢者などの見守り事業、障害者日常生活用具給付事業

文化財補助金事業、津屋崎古墳群維持管理事業

ボランティアセンター管理運営事業

産品消費拡大・販売促進事業、福間中学校整備改修事業

寄附金の活用内容
用　途

自然環境の保全

子どもの教育、子育て支援

高齢者や障がい者などの福祉

文化財保護や伝統文化の継承

地域自治、ボランティア支援

その他市長が必要と認める事業

金　額
1億704万円

1億6,414万円

2,758万円

2,007万円

534万円

2億5,764万円

特集 令和4年度 福津市の決 算

令和4年度の主な事業

中間支援機能構築事業　2,161万円
　多様な人材による共創のまちづくりの実現を目
指し「市未来共創センター キッカケラボ」を令和4
年7月に開設しました。

産品消費拡大・販売促進事業　1,323万円
　魅力ある商品を
作ることができた
とともに、福津産品
を通じて福津の魅
力を広く発信する
ことができました。

自宅療養者生活支援事業　122万円
　新型コロナウイルス感染症に罹患し、自宅療養
を余儀なくされて外出できなくなった世帯への支
援として、食料品および生活必需品を無料で配布
しました。

中小企業者支援事業（新事業活動応援補助金）
　　　　　　　　　　　　　　　　  393万円
　福岡県知事から経営革新計画の承認を受けた中
小企業者に対して、ウィズコロナ下での新しい事
業活動の開始に対する支援を行いました。

子育て応援食育推進事業　6,589万円
　地元産直施設で使用できる「子育て応援券」を配
布し、コロナ禍において物価高騰などに直面する
子育て世帯を支
援するとともに、
地元産直施設に
納品している生
産者支援にもつ
なげました。

小・中学校トイレ洋式化事業　2億1,616万円
　神興東小学校、福間東中学校のトイレを、利用し
やすい衛生的なトイレに改修しました。

か

福間中学校整備改修事業　4億8,811万円
 　給食室や渡り廊下などの整備工事を行いました。

小学校水泳授業外部委託事業　1,821万円
 　福間小学校、福間南小学校の水泳事業を民間ス
イミングクラブで実施しました。専門の指導者か
ら児童の習熟度に応じたきめ細やかな指導を受け
ることができました。

新設小学校建設事業　1,675万円
　福間小学校の過大規模の緩和・教育環境の改善
に向け、分離新設小学校を整備するため、新設小学
校候補地の選定、調査などを行いました。

令和4年度公共下水道事業会計　決算報告

　年４回開催される市議会定例会の中で、９月に開催される市議会は、国・県からの交付金などを含む、市民の皆さま、市内事業者から戴いた税や
使用料を用いて執行した行政事務などの審査を受ける大変重要な議会です。地方自治法をはじめとする法令などに基づいた事務がなされているか
に加え、執行の成果や方法、運営内容などの質疑を、市民の代表で構成された議会から受け、賛成多数で承認いただけたことにまずは安堵していま
す。紙面の都合上、本市の中長期の財政状況・計画のご説明については、また別の機会にと思いますが、子どもを産み育てるために、定住地・永住
地として福津市を選んでいただいた多くの市民の皆さまのおかげで、全国的に少子化が急激にすすむ社会的政治的問題がある中で、本市はやはり
市外から羨望のまなざしでみられている都市です。しかし家計と同じく、自治体が行う子育て・教育政策にはお金がかか
り、市税などの増収分の多くをこれに充ててはおりますが、教育・子育て施設の整備と維持のためには中長期の展望に
たった財政運営は厳しいものであることをご理解いただきたく思います。これからも子どもを産み育てる世帯、働く世代、
そして高齢のかた、心身のハンディキャップや障がいなどをお持ちのかた、経済的自立にむけて、また、ご家庭やご家族の
さまざまな問題を抱えながら懸命に生きておられるかたに、これからも住み続けていただくため、トータル的な視点からバ
ランスを保った予算配分と事務執行に努めてまいる所存です。また引き続き、税や国・県からの交付金・補助金だけに頼
らない、ふるさと寄付金や産官学連携の取り組みによる財源確保を追求し、厳しい意見もたまわりながら承認いただいた
このたびの市議会決算認定を受け、昨年度よりも今年度、今年度よりも来年度
と、評価される事務執行ならびに市政運営に努めてまいる所存でございます。

市長メッセージ 市民の皆さまへ、令和４年度の行政事務執行（決算）に寄せて

福津市長

いただ

支出　18.8億円収入　21.9億円 収入　12.9億円 支出　12.9億円

 収益的収支（税抜）
下水道施設の運転、維持管理等に関する経費とその財源

  資本的収支（税込）
下水道施設の建設・改築に関する経費とその財源

　令和4年度は、本木地区で下水道管布設工事を実施しました。下水道普及率は、前年度から0.2％増加して
99.6％になりました。下水道管の整備は令和5年度に完了する予定です。今後は、処理場及び下水道管などの更
新工事を主とした下水道の長寿命化に力を入れていきます。
　決算では、当年度純利益を計上することができましたが、一般会計からの負担金がなければ、赤字経営の状
況です。また、過去の建設投資に伴う企業債（借入金）の償還金は、令和11年度にかけて年々増加する見込み
です。令和4年度の償還金は約7.9億円でした。この償還金の増大は「資本的収支」で、財源不足の大きな要因
となっています。この財源不足を補うためにも資金の確保が重要です。

不足額は、純利益の積
立金や、減価償却費な
ど内部に留保された資
金で補てんしました。

実質は
 赤字経営！！

将来に向けて
蓄えが必要！！

原油価格高騰等対策支援事業　5,587万円
　燃油高騰などによって影響を受けた清掃業者、
運送業業者、農・漁業者、介護施設、障がい者施設、
保育所へ補助金を交付しました。
キャッシュレス消費喚起事業　5,919万円
　コロナ禍における市民生活の負担減、並びに事
業者の経営継続を支える取り組みとして、キャッ
シュレス決済を利用した際に利用額の 20％を還
元する消費喚起事業を実施しました。

▲大丸福岡天神店で「海を食べる
　クッキー」を販売しました

▲配布した子育て応援券
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（単位：億円）

観光地域づくり法人（DMO）事業　1,857万円
　さまざまな産業の関係者とつながり、観光地域
づくりの相乗効果となることを目指して、ＤＭＯ
の活動が本格始動しました。この取り組みを支え
るため補助金を交付しました。
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